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意見提出者 個人 

 
１．項目 ダウンロード違法化 
２．既存の制

度・規制等

によってＩ

ＣＴ利活用

が阻害され

て い る 事

例・状況 

文化庁の暴走と国会議員の無知によって、 ２００９年の６月１２日に、

「著作権を侵害する自動公衆送信（国外で行われる自動公衆送信であつて、

国内で行われたとしたならば著作権の侵害となるべきものを含む。）を受信

して行うデジタル方式の録音又は録画を、その事実を知りながら行う場合」

は私的複製に当たらないとする、いわゆるダウンロード違法化条項を含む、

改正著作権法が成立し、２０１０年１月１日に施行された。 
 
 しかし、一人しか行為に絡まないダウンロードにおいて、「事実を知りな

がら」なる要件は、エスパーでもない限り証明も反証もできない無意味か

つ危険な要件であり、技術的・外形的に違法性の区別がつかない以上、こ

のようなダウンロード違法化は法規範としての力すら持ち得ない。このよ

うな法改正によって進むのはダウンロード以外も含め著作権法全体に対す

るモラルハザードのみであり、これを逆にねじ曲げてエンフォースしよう

とすれば、著作権検閲という日本国として最低最悪の手段に突き進む恐れ

しかない。改正法は未施行であるが、既に、総務省の「利用者視点を踏ま

えたＩＣＴサービスに係る諸問題に関する研究会」において、中国政府の

検閲ソフト「グリーン・ダム」導入計画に等しい、日本レコード協会によ

る携帯電話における著作権検閲の提案が取り上げられるなど、弊害は出始

めている。 
 
 そもそも、ダウンロード違法化の懸念として、このような著作権検閲に

対する懸念は、文化庁へのパブコメ（文化庁ＨＰ

http://www.bunka.go.jp/chosakuken/singikai/houkoku.html の意見募集

の結果参照。ダウンロード違法化問題において、この８千件以上のパブコ

メの７割方で示された国民の反対・懸念は完全に無視された。このような

非道極まる民意無視は到底許されるものではない）や知財本部へのパブコ

メ（知財本部のＨＰ

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/keikaku2009.html の個人からの

意見参照）を見ても分かる通り、法改正前から指摘されていたところであ

り、このような著作権検閲にしか流れようの無いダウンロード違法化は始

めからなされるべきではなかったものである。文化庁の暴走と国会議員の

無知によって成立したものであり、ネット利用における個人の安心と安全

を完全にないがしろにするものである、百害あって一利ないダウンロード

違法化を規定する著作権法第３０条第１項第３号を即刻削除するべきであ

る。 
３．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の根

拠 

著作権法第３０条第１項第３号 
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４．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の見

直しの方向

性について

の提案 

・著作権法第３０条第１項第３号を削除する。 

 


